
 

質問その 4-5;経費等で払った消費税額の証明には「紙保存」必須。矛盾では?  

 

答え;「データでもらったらデータ保存」というのは所得税・法人税のルールなので 

   現状、消費税のルールでは「データでもらっても紙保存が原則」となります。 

 

 

現在の制度では、売上や収入等で「預かった消費税」から仕入や経費等で「払った消費税」を 

差し引く場合の、その「払った消費税」を証明するには一定の「帳簿」と「請求書」の両方が必要 

とされており、両方とも紙で保存しておくことが必要とされています。 

 

但し次のような場合は「帳簿」だけの保存でもよいとされています。（※令和５年 9 月までのルールです） 

 ・請求書や領収書等の金額が３万円未満の場合 

 ・相手先から「データ」でしか受け取れない事情・状況にある場合 

  

令和５年１０月以降は、データで請求書や領収書等の取引情報を受け取る場合、その請求書や領収書に 

記載された消費税の額を「確かに支払った消費税である」として、売上等で「預かった消費税」から 

差し引くためには、電子インボイス（※法律の条件を満たしたペーパーレス請求書等）を保存して 

おく必要があります。 

 

利益の額を計算するための所得税や法人税における新ルールでは、紙で印刷した書類は「正式な保存 

書類」にならないのですが、消費税の納税額を計算するための消費税法では「整然かつ明瞭な」状態で 

電子インボイスを紙に印刷して保存した場合には、その紙ベースの書類を支払った消費税額の証拠書類 

とすることが出来ます。 

 

 

 

【参考;国税庁 HP「一問一答」より、もともとの文章】 

 
 


